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適格性審査基準（内閣官房長官決定）の一部改正に対する意見の表明

議事の概要

○ 議題「適格性審査基準（内閣官房長官決定）の一部改正に対する意見の表明」

について、担当局から別添のとおり説明があった。

○ 議題については、三人事官一致で議決された。



【機密性２情報】                           別 添  

 

「適格性審査基準（内閣官房長官決定）の改正について」に対する

回答について 

 

                           令和４年３月３日                             

                            人 材 局  

 

Ⅰ 概要 

 国家公務員法（昭和 22 年法律第 120 号）第 61 条の２に基づき、内閣総理大臣は適

格性審査（幹部職に属する官職に係る標準職務遂行能力を有することを確認するため

の審査）を実施することとされている。その審査の基準は内閣官房長官が定めること

とされており（幹部職員の任用等に関する政令（平成 26 年政令第 191 号）第３条第

１項）、その基準を定めるに当たっては人事院の意見を聴くこととされている（同条

第２項）。 

 今般、人事評価の評語区分の見直し（課長級以下の評語の６段階化）をされたこと

に伴い改正の必要が生じたとして、令和４年２月 21 日付文書（同月 22 日受領）に

て、適格性審査基準（平成 26 年６月４日内閣官房長官決定）の改正案に対する人事

院の見解を求められたところである。 

 提示された改正案は、新たな評語を用いた上で、人事院規則８―１２に規定する指

定職級への昇任要件を上回る要件とする従前の基本的な考え方を維持したものとな

っていることから、案のとおり改正することに異議がない旨の意見を述べることとし

たい。  

 

Ⅱ スケジュール等 

令和４年 

２月 22 日 内閣官房長官から人事院総裁宛文書受領 

３月上旬 人事院総裁から内閣官房長官宛文書発出 

  下旬 適格性審査基準の改正 

10 月１日 適格性審査基準の施行（人事評価の評語区分見直しの施行と同日） 

 

                              以   上 


